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日本経済の非空洞化について

石山  嘉英*

  日本経済は1993年から95年にかけて大幅な円高を経験し，製造業の縮小という意味での

空洞化が論じられた。しかし，最近のある時期だけを取り上げて空洞化が進んでいると論

じるのは適当ではない。経済に占める製造業のシェアは長期的視野のもとで考えられるべ

きであり，円高による縮小は過去における円安による過剰な拡大の是正という面が強い。

また，日本の製造業企業の対応力は，コストの削減の面でも新製品への転換の面でも際

立っている。そのため，製造業の経済に占めるシェアは下がりにくい。この非空洞化の傾

向は製造業の頑健性を示している。この頑健性を検証するため，実質ＧＤＰと製造業実質

ＧＤＰの関係，製造業の労働生産性と技術進歩及び資本労働比率の関係，そして最近年の

データを検討した。

  経済に占める製造業のシェアを実質ＧＤＰでみると，80年代にはかなり上昇した。これ

は貿易財の購買力平価と比べて現実の円レートが円安になっていた年が多いからである

が，外需よりも内需の伸びが製造業の高い伸びの主因となっていた年もある。

  90年代に入ると，93年春からの円高による外需の縮小とバブルの崩壊による内需の縮小

によって，92～94年には製造業の実質ＧＤＰシェアは低下した。しかし，このシェアは95

年以降は，微増する可能性が大きい。少なくとも，低下するとは考えにくい。この意味で

日本の製造業は極めて頑健である。

  ただし，製造業の経済に占めるシェアが下がりにくいから日本には空洞化問題は存在し

ないと言って済ませるわけにはいかない。所得水準の上昇と共に産業構造は製造業から非

製造業ヘシフトするのが望ましいことであり，日本でこのシフトが起こりにくいとすれば

その一因は非製造業の成長力の弱さにもあるからである。

Ⅰ．問題の所在と結論の要約

  1993年の春から1995年の夏まで，日本経済は

波状的な円高を経験した。年平均の円ドル・

レートを見ると，90年には145円，91年には135

円であったが，92年には127円となり，緩やか

な円高が進んだ。

  円の上昇テンポが速まったのは93年の春で

あった。93年の3月に117円であった円レート

は8月に104円に上昇した後，12月に110円に反

落した。94年に入ると再び円高が進み，11月の

98円までの上昇が見られた。そして，95年には

3月に91円，4月に84円と急激な円高があり6

月までほぼこの水準で推移した。

  このような円高の波は，当然，日本経済の各

分野に大きな変化をもたらすこととなった。
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が，その最も直接的なマイナス効果は円ベース

の輸出代金の低下であり，多くの製造業企業は

売り上げと利益の減少に見舞われた。

  円が上昇する局面では，製品や原材料を輸入

し，製品やサービスの大部分を国内で売ってい

る非製造業企業は利益を増やすことができる。

あるいは，製品やサービスの価格を下げて円高

の利益を他の企業や消費者に均てんさせること

もできる。しかし，非製造業における競争圧力

は十分ではなく，したがって日本経済において

は円高による製造業の縮小のマイナスが非製造

業の拡大のプラスを上回る傾向がある。こうし

て，93年から95年にかけての激しい円高は既に

進行していたバブル崩壊による日本経済の不況

を深刻化さぜた。

  一般論としては，製造業が非製造業と比べて

より“重要”であると考えるべき理由はない。

また，製造業に髄いても非製造業においても，

そこに含まれる業種は多様であり，製造業全体

をひとくくりにして論じることが不適切なこと

もある。しかし，それにも関らず，製造業全体

としては非製造業全体と比べて若干高い賃金を

払っており，また経済全体の動向を左右する力

はより大きいように思われる。更に，貿易ある

いは貿易収支がどうなるかは，殆ど製造業のパ

フォーマンスから決まってくる。このような意

味で，製造業全体を分析の対象とすることは意

味のあることである。

  そこで，本稿では1980年代に入ってからの日

本の製造業のビヘイビアを分析することとした

い。主たる興味の対象は，経済全体（すなわち

実質ＧＤＰ）に占める製造業のシェアであり，

製造業の実質ＧＤＰあるいは実質付加価値の動

き方である。ただし，名目ＧＤＰと雇用におけ

る製造業のシェアも副次的な分析の対象となる。

  その際，留意すべき点が二つあることをここ

で述べておきたい。第一の点は，製造業の経済

に占めるシェアを分析することは，そのミラー

・イメージとして非製造業の動きを考えている

ことにもなるということである。日本の製造業

の実質ＧＤＰに占めるシェアは，86年を除くと

80年から91年まで一貫して拡大しつづけてお

り，これが製造業の頑健さを示すものであるこ

とは間違いないところであるが，裏を返せば非

製造業の成長力が弱すぎることが示されている

とも言えるのである。バランスのとれた経済成

長が望ましいという観点から言えば，このよう

な日本経済の特徴には是正されるべき問題が含

まれていることになる。

  第二の点は，以上の点とも関連するが，製造

業の消長にとって円レートと貿易黒字の動向は

極めて重要ではあるが唯一の要素ではない，と

いうことである。製造業の実質ＧＤＰは，外需

(貿易黒字)の増加によっても内需の増加に

よっても増加しうる。製造業の実質ＧＤＰシェ

アの増加(製造業の実質ＧＤＰが経済全体の実

質ＧＤＰよりも速く伸びるような状態)を経済

の“製造業化”と表現すると，円高によて製造

業の実質ＧＤＰの伸びが鈍化したり，あるいは

この伸びがマイナスになるような場合にも，製

造業製品に対する内需の伸びが十分に高けれ

ば，それは生じうる。したがって，製造業の生

産物に対する外需と内需それぞれの伸びを点検

してみる必要がある。

  製造業の実質ＧＤＰに占めるシェアの減少

は，通常“空洞化”と呼ばれている。この意味

での空洞化は，確かに92年以降起こっている

が，それは単純に円高による外需の縮小に対応

したものではなかった。92年の場合には，外需

はまだ増加しており，空洞化は内需の落ち込み

によるものであった。93年にも空洞化の主たる

原因と考えられるのは内需の落ち込みであった。

94年になって初めて外需の落ち込みが空洞化の

主因となっている。このように，工業製品への

需要を内需と外需とに分解することによって，

いわゆる空洞化の内容がはっきりする。

  本稿の構成は次のようになっている。第Ⅱ節

は「空洞化」の定義を検討している。第Ⅲ節と

第Ⅳ節は，製造業のシェアを中心とする80年代

以降のデータのレビューである。第Ⅴ節は，工

業製品に対する内需と外需のデータを計算して

いる。第Ⅵ節は，日本経済の空洞化しにくい構
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造を，製造業のビヘイビアから説明しようとし

ている。そして最後に，第Ⅶ節は，将来におい

ても非空洞化の傾向が続くとすれば，それは日

本経済にとっては望ましくないという論点を提

出している。

  通常は，製造業のシェアが傾向的に下がって

いくことは経済の空洞化であり望ましくないと

論じられることが多いが，円レートが貿易財の

購買力平価に等しい（後述）という条件のもと

で，国民の需要の変化に応じて製造業のシェア

が変わっていく（それは増加，減少のいずれで

もありうる）ことが望ましい訳であり，このよ

うな製造業シェアの最適な時間経路と比べて現

実の製造業シェアがその下方に留まることが空

洞化の正しい定義であろう。日本の場合，この

正確な意味での空洞化は生じてこなかったと考

えられる。しかし，この非空洞化の傾向は，製

造業が頑健すぎること，そしてその裏腹として

非製造業の成長力が弱すぎることを示してお

り，円高の打撃からの比較的早い立ち直りとい

う短期の観点からは評価できるものの，望まし

い産業構造の創出という長期の観点からは問題

を残すものである。この問題を解決するために

は，言うまでもなく，製造業を弱めるのではな

く非製造業の成長力を強める必要がある。

Ⅱ．空洞化はどう定義されるべきか

  ここで，「空洞化」はどう定義されるべきか

を理論的に検討してみよう。

  既に述べたように，「製造業の実質ＧＤＰ

シェアが長期的に低下すること」が通常言われ

ている空洞化である。しかし，それ以外の定義

によってこの問題を論じている人もいる。どの

ような定義が問題の分析のために最もふさわし

いのかを明らかにしておく必要がある。

  最近の空洞化否定論の代表的なものは経済企

画庁(1995 )であろうが，これは実質ＧＤＰ，

名目ＧＤＰ，雇用それぞれに占める製造業の

シェアの変化を長期的に見ようとするものであ

る。三つの指標に着目するのは，その一つだけ

では製造業のパフォーマンスを捉えきれないと

考えるからであろう。しかし，製造業全体を長

期的に観察するのは，これまで行われてきた標

準的アプローチである。

  このアプローチに問題がない訳ではない。三

つの指標のどれで見ても製造業のシェアが長期

的に下がっていなければ，一応空洞化は否定さ

れることになる。しかし，80年代の日本では，

製造業のシェアは実質ＧＤＰで見ると上昇し，

名目ＧＤＰと雇用で見ると一定に留まった。そ

れらは，90年代前半には低下した。このような

状態をどう判断すべきかは，三つの指標の相互

連関や製造業のビヘイビアの検討に依存しよう。

また90年代後半には，製造業の名目ＧＤＰシェ

アと雇用シェアは低下し，実質ＧＤＰシェアは

微増する可能性が大きい。これをどう評価すべ

きかは第Ⅲ節以下で検討する。

  経済企画庁（1995）による空洞化の定義につ

いてコメントしておこう。三つの指標の中で

は，実質ＧＤＰが最も基本的なものであると考

えられる。なぜなら，実質ＧＤＰを見なければ

労働生産性が測れないからである。製造業の実

質ＧＤＰと労働生産性のトレンドがわかれば，

雇用量はそれらから計算できる。また，製造業

の実質ＧＤＰと産出デフレーターを見ることに

よって，製造業の産出物に対する需要の所得弾

性値と価格弾性値を測ることも可能になる。そ

れは製造業の動きを分析するための重要な情報

である(製造業の産出デフレーターは，長期的

にＧＤＰデフレーターよりも低い増加率を示し

てきた)。

  それでは，製造業の実質ＧＤＰシェアが長期

的に低下しないことをもって空洞化を否定でき
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るであろうか。正確に言うとこの定義は正しく

ないのである。本節の後半で論じるように，仮

に貿易財の購買力平価が成立していたとしても

製造業のＧＤＰシェアは長期的に変化しうる。

その場合には，仮にそれが低下のトレンドで

あっても，製造業生産物から非製造業生産物へ

の需要のシフトを反映したものであるならば，

空洞化とは呼べないだろう。

  ここで検討してみたい空洞化のもう一つの定

義はクー( 1 9 9 4 )によるものである。クーは

「空洞化」という表現は使っていないが，輸入

が入りにくいことによって起こる過剰な円高に

よって生産性の高い産業が海外に流出し，日本

国内には生産性の低い産業だけが残ると考えて

いる(P，10～11)。生産性の高い産業としては

自動車産業や電気機械産業がイメージされてい

る。確かに，これら2業種と化学産業の対外直

接投資の金額は大きい。

  このような定義は，93年春以降の円高による

日本経済の変化を素直に捉えたものと言えよう

が，いくつか疑問の点もある。第一に，円高に

よる直接投資の増加によって海外に流出するの

は，生産性の高い産業だけとは限らない。製造

業の中で考えると，円高によって価格・コスト

で見た国際競争力が低下する度合は生産性の低

い産業の方が大きく，海外へ流出しようとする

イソセンティブはそれらの産業の方が大きいか

もしれない。円高によって製造業の中のどの産

業が主に海外へ流出するかは，直接投資によっ

て利益を増やせるかどうかという企業レベルの

問題であり，データによる検証が必要であろう。

後に見るように，最近数年間の対外直接投資の

増加はほぼ全ての産業で起こっており，自動車

産業と電気機械産業で特に高い増加率が見られ

るわけではない。いずれにしても，行きすぎた

円高によって対外直接投資が増加する限りにお

いては，確かに空洞化現象が起こる。

  第二に，クーは円高が「良い産業」，「将来性

のある産業」を縮小させ，国内に残るのは「輸

入障壁に守られた将来性のない産業」ばかりに

なると述べており(P.11)，前者は製造業，後

者は非製造業であるとしている。この二分法は

標準的なものであるが，仮にこの方法に従うと

して，クーは製造業の縮小が輸出の減少，輸入

の増加，対外直接投資の増加のうちのどれに

よって起こるのか，あるいは，これら三つの要

因のそれぞれがどの程度に重要であるのかを論

じていない。クーは，日本の円高は輸入の増加

よりは輸出の減少を通じて貿易黒字を縮小させ

る(したがって輸出の多い高生産性産業を縮小

させる)という意味で“悪い円高”であると述

べているので，輸出の減少を最も重視している

ことになろうが，これは正しくない。表1に見

られるように，近年，ドル・ベースでも円ベー

スでも輸入は大きく伸びているし，円ベースで

さえ輸出も増加している。

  第三に，クーの定義においては，円高に対す

る製造業の適応のプロセスが無視されている。

確かに円高の直後においては，輸出の減少，輸

入の増加，対外直接投資の増加が生じる。しか

し製造企業は，コストの削減，製品の差別化，

新製品の開発などによって，輸出を再び増加さ

せ，あるいは国内で輸入品の増加に歯止めをか

けようとする。また，直接投資・海外生産の増

加は，逆輸入の形で輸入の増加をもたらしはす

るが，同時に海外子会社向けの部品輸出の増加

をもたらす。これらの適合のプロセスを総合す

ると，製造業（特に生産性の高い部門）の縮小

はあまり大きいものではなく，円高から数年が

経過すると製造業の実質ＧＤＰシェアが，80年

代に見られたように再び拡大することもありう

るのである。これは，少なくとも4～5年の中

期に関する限り空洞化を否定する議論につなが

る(ただし，この適応のプロセスは為替レート

の動向に大きく左右されることは間違いない)。

第四に，円レートが行きすぎた円高になれば

確かに一定の期間は製造業の縮小が起こるので

あるが，クーは「行きすぎた円高」の意味を正

確に論じていない。クーは貿易財の購買力平価

を均衡レートと考えているようであり(P.62)，

輸入障壁によって日本に輸入が十分に入ってこ

ないことが，現実の円レートが購買力に近づか
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ない（それよりも円高方向に行きすぎる）理由

であると述べている(P.63)。しかし，この議

論は部分的にしか正しくない。輸入障壁があれ

ば貿易は不自由であり，そのために現実の円

レートが貿易財の購買力平価に等しくならない

という見解はその通りである。また，もし貿易

財の購買力平価を越えて行きすぎた円高が中期

的（4～5年と考えておこう）に続くのであれ

ば，実質円レートが上昇し，製造業の経済に占

めるウェイトが過少になることも確かであろう。

しかし，クーは円レートが貿易財の購買力平価

よりも円安の方向に行きすぎる可能性に全く言

及しておらず，行きすぎた円安によって製造業

が肥大化するという現象を無視している。この

ような「行きすぎた円安」，すなわち実質円

レートの下落（価格で見た国際競争力の上昇）

は，80年代前半と90年前後に生じたと考えられ

る。現実の円レートは，単純に貿易黒字の大き

さや輸入障壁の存在によって決まるものではな

い。仮に輸入障壁があってその分貿易黒字が大

きくなっているとしても，資本流出が大きけれ

ば「行き過ぎた円安」は発生しうるのである。

  第五に、貿易黒字と円高を輸入障壁だけから

説明するのは正しくない。過大になりがちな輸

出を生み出す日本の産業構造と企業行動をも論

じるべきであろう。

  貿易財の購買力平価を円の均衡レートと考え

ると，現実の円レートがその均衡レートに等し

い（実質円レートは一定）状態を続けるときに

決まる製造業のサイズが均衡値となる。この均

衡値が時間の経過と共に変化しても，それを製

造業の肥大化とか空洞化と呼ぶことは適切では

ない。しかし，80年代前半と90年前後に行きす

ぎた円安があり，それによる製造業の肥大化が

あったとすると，93年と94年の行きすぎた円高

（と思われる）によって製造業が縮小したこと

は，過去に生じた肥大化の是正（均衡サイズヘ

の復帰）であり空洞化ではないと考えられるの

である。もちろん，製造業の実質ＧＤＰシェア

の縮小が肥大化の是正（均衡への復帰）なの

か，それともそれを越え，空洞化なのかを判断

するためには，製造業の実質ＧＤＰシェアの均

衡値を具体的に計算しなければならない。その

前提として，貿易財の購買力平価を計算する必

要がある。経済企画庁(1994，1995)はある方

法で計算を行っているが，独自の方法による計

算は筆者にとって近い将来の研究課題である。

とりあえずここでは，95年には製造業の実質Ｇ

ＤＰシェアは上昇した可能性が高く，また90年

代後半には微増していく可能性が高いことを指

摘するにとどめておく。この意味で，少なくと

も90年代後半においては，製造業の空洞化は生

じないであろう。また，92～94年に生じた製造

業の実質ＧＤＰの低下は，大きくなりすぎた製

造業が均衡値に戻ろうとする調整のプロセスと

捉えるべきであろう。

  以上はクーの議論に対する批判的コメントで

あるが，これによって空洞化のコンセプトはか

なり明確になったと思われる。ただ，空洞化と

国際分業の深化との関係，貿易財の購買力平価

と比較優位の関係など，検討を要する問題が

残っているのでそれを更に論じてみよう。

  クーに対する上述の四番目のコメントは目新

しいものではなく，経済企画庁(1994)がすで

に論じたものである。これは平成六年度の経済

白書であるが，吉川洋(1992)の方法を用いて

貿易財の購買力平価を73年から93年の各年につ

いて計算している。それによると，79年から86

年まで，及び89年から91年までの現実の円レー

トは購買力平価を下回る円安となっていた。ま

た87年，88年，92年については，現実の円レー

トは購買力平価に一致していた。前者が後者を

上回る円高が見られたのは93年のみであり，そ

の度合は大きなものではない。この事実は，行

きすぎた円高による空洞化が大きな問題ではな

いことを強く示唆している。

  なお，経済企画庁(1995)も前年度と同じ方

法で貿易財の購買力平価を計算しており，これ

によると94年の値は1ドル108.7円である。現

実の円レートは1ドル102.2円であったから，

円高の行きすぎは大きなものではなかったこと

がわかる。
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  現実の為替レートが少なくとも長期的には貿

易財の購買力平価に近づいていくかどうかにつ

いては，多くの研究が行われている（その例と

して，大野健一（1991）とＦｒｏｏｔ　ａｎｄ　Ｒｏｇｏｆｆ

(1995)をあげておく)。これは理論的かつ実証

的な問題であるが，大野健一（1991）はこの問

いに肯定的に答えている。また経済企画庁

（1994）は，70年代においては現実の円レート

と貿易財の購買力平価はほぼ一致していたこ

と，両者の乖離が小さければ空洞化の問題は起

こらないことを指摘している。ただ，貿易障壁

の他にも輸送費や関税の存在，財価格の硬直

性，企業による国内と国外を差別した価格設定

などが国際的な商品裁定を妨げており，このた

め現実の為替レートと貿易財の購買力平価の乖

離は相当に長い間続く可能性が大きい。70年代

に見られた両者の一致は，購買力平価を成立さ

せる力が働いたからではなく，単なる偶然だっ

た可能性が高いであろう。なぜなら，70年代に

おいては資本移動の円レートヘの影響は小さ

かった（これは購買力平価の成立にとってプラ

ス）ものの，貿易は最近よりも不自由だったか

らである。

  ここで注目されるのは，経済企画庁（1994)

が，93年，94年の輸入の増加，対外直接投資の

増加を空洞化ではなくアジア諸国と日本との国

際分業の深化であると主張したことである。確

かに，93年，94年の実質円レートの上昇は大き

いものではなかったと思われるので，空洞化現

象は生じなかったという判断は妥当なものであ

ろう。しかし，製造業中の個々の産業の中に

は，製造業全体の平均的な均衡レートや貿易財

の購買力平価よりもかなり低い（円安の）均衡

レートを持っているものがある。これらの産業

は現実の円レートが製造業全体にとっての均衡

レートに等しい場合でも，比較劣位産業として

需要の一部を輸入品に明け渡し，厳しい調整を

迫られていることが多い。このような個々の産

業のレベルでの調整あるいは縮小を空洞化と呼

ぶことはできないが，産業による自助努力がで

きるだけ実を結ぶような政策的サポートは必要

であろう。

  なお，経済企画庁（1994，1995）は，貿易財

の購買力平価を，製造業全体についてではな

く，その中の七業種について個別に計算してお

り，マクロの購買力平価をそれらの業種の通関

輸出額による加重平均として求めている。そし

て，それによって比較優位産業と比較劣位産業

が明らかにされている。ただし，香西泰・高橋

克秀（1989）などが指摘しているように，現実

の貿易においては全く異なる財を交換する比較

優位原理のみで決まっているのではなく，産業

内貿易というものも増加しつつある（産業内貿

易は更に，完成品と部品を交換する垂直的分業

と，差別化されてはいるが同様の生産要素比率

で生産された製品を交換する水平的分業とに分

かれる)。厳密に言えば，差別化された製品（不

完全代替財）については購買力平価というコン

セプトがあてはまらないこと，生産技術と生産

要素の賦存比率が同じ国どうしの間では比較優

位原理が成り立ち得ないことには注意が必要で

あろう。香西泰・高橋克秀（1989）は，1986年

時点の日本の貿易相手国別・財別の産業内貿易

指数を計算しているが，それによると米国，イ

ギリス，ドイツ，フランスについては産業内貿

易の割合（各財別指数の平均値）が約50％と

なっている。現在，この割合は更に高くなって

いるであろう。

  さて，以上で空洞化の適切な定義は明らかに

なったと思われる。すなわち，貿易財の購買力

平価が成立しているという条件のもとで，製造

業の実質ＧＤＰシェアの時間的経路をまず考

え，現実の実質ＧＤＰシェアが長期的にそれを

下回ることが空洞化である。

  このような定義以外の定義も存在している。

それを簡単にレビューしておこう。

  Ｔｙｓｏｎ（1992）は，マクロ的な製造業シェア

ではなく、ハイテク産業が縮小する（あるいは

本来の伸びを実現できない）ことを空洞化と定

義している（ただし，タイソンも空洞化という

表現は使っていない)。ハイテク産業とは，理

論的には研究開発集約的な財を生産する産業で
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あり，具体的には商務省などによる定義がある

（航空機，コンピューターなど)。タイソンは，

ハイテク産業が重要である理由として，その顕

著な外部経済効果や経済全体の生産性に対する

牽引力を挙げている。また，米国のハイテク産

業が本来の伸びを実現できなくなってきた理由

としては，日欧の輸入障壁，攻撃的な輸出行

動，政府による産業政策などを挙げている。

  しかし，このアプローチは疑問の多いもので

ある。米国のハイテク産業が本当に本来の伸び

を実現できていないかどうかがまず疑問であ

り，また日欧の産業政策が成功しつつあるかど

うかも疑問である。更に，ハイテク産業が経済

全体の生産性や賃金の水準を引き上げる特別な

効果をもっているようにも見えない。したがっ

て，ハイテク産業だけに焦点を合わせた空洞化

の定義は適切なものとは考えられない。

  最後に植田和男（1996）の空洞化論を取り上

げてみよう。植田和男は製造業の名目ＧＤＰ

シェアと雇用シェアに注目しており，日本にお

いてもこれらのシェアが緩やかに低下してきて

いるという事実を指摘している。植田和男はこ

れを製造業の空洞化と考えており，それが起こ

る理由として以下の七つを挙げている。

(1)製造業からサービス業への産業構造の変化

(2) 製造業における技術進歩の跛行性（一部の

  業種の生産性上昇が特に早い）

(3)  発展途上国の追い上げ

(4) 現在の経常収支黒字（すなはち将来の経常

  収支赤字）

(5)  行きすぎた円高

(6)  貿易摩擦による欧米への直接投資

(7) 生産における収穫逓増，輸送費の存在など

  による産業立地の集中

  このような指摘は興味深いものであるが，(7)

を除くと(5)と(6)のみが空洞化と直接関連するも

のである。(1)から(4)までは，貿易財の購買力平

価が成立していても生じうるものであり，それ

によって製造業のシェアが低下しても，それを

空洞化と呼ぶことは不適切である。現在の経常

収支黒字は現在の資本流出，すなわち将来の海

一外における生産能力の拡充を意味し，将来経常

収支が赤字となりその意味で空洞化が起こると

いう指摘は興味深い（長期的には経常収支は均

衡すると考えればその通りである）が，これも

行きすぎた円安によって現在経常収支黒字が過

大となり，製造業のシェアも過大になっている

ことを前提としてはじめて成立する議論であろ

う。

Ⅲ．実質ＧＤＰに占める製造業のシェア

  表2に見られるように，80年代の実質ＧＤＰ

に占める製造業のシェアの平均値は28.5％で

あった(1985年価格，80～89年の単純平均)。80

年代においては，(経済全体の)実質ＧＤＰは

年平均で4.0％伸びているが，製造業の実質G

DPは年平均で5.7％伸びた。したがって，80

年代を通じて製造業のシェアは上昇し，80年の

26.8％から89年には30.6％上昇した。なお，表

3に見られるように，製造業内部の各業種の

ウェイトはかなり変動しており，食料品や一般

機械のように相対的に縮小した業種もある。

  80年代における製造業の増加トレンドの唯一

の例外は大幅な円高化が生じた86年であり，こ

の年には製造業の実質ＧＤＰは2.4％縮小して

いる。しかし，円高からの回復力は著しく，翌

87年に製造業は7.4％も拡大している。

  製造業シェアの増加は91年まで続いた(表

2)。91年のシェアは32.1％であり，これが80

年代以降のピークである。この年まで，製造業

の高い成長率は経済全体の成長率を引き上げた

と言えよう。しかし，製造業のシェアがいつま

でも上昇し続けることはありえず，いずれかの
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時点でこのトレンドには終止符が打たれること

になる。

  ちなみに，製造業の実質ＧＤＰシェアは70年

代においてはほぼ一定で，平均値は25.7％（70

年に25.1％，75年には24.6％）であった。製造

業の80年代における高い成長，シェアの上昇と

共に生じていたのは，80年代前半の純輸出の高

い成長，80年代後半の内需の高い成長であった

（ここで，純輸出や内需はマクロの値ではなく

製造業の生産物すなわち工業製品に限定されて

いることに注意)。80～85年における工業製品

の純輸出の高い成長は，この時期の円レートの

過小評価が主因になっていると考えられる。

  90年代後半（95～99年）の問題は，92年以降

の製造業シェアの低下が一時的なものか永続的

なものかということであろう。このシェアが長

期に渡って下がり続けるとすれば，確かに空洞

化の懸念が生じてくる。しかし，95年までの

データで判断する限り，製造業シェアの低下は

94年までで終了し，95年以降は製造業の実質

ＧＤＰは経済全体のそれと比べて同等か，ある

いは若干高い率で増加しはじめているものと推

定される。成長会計的に考えると，製造業の成

長は工業製品に対する内需の成長と工業製品の

純輸出の成長との加重平均によって決まり，こ

のうち前者は経済全体の成長によって，また後

者は円レートの動向によって大きく左右される

ものである。ただ，数年の時間視野で考える

と，品質の向上や新製品の開発という製造業の

円高対応力の高さも純輸出の決定要因に入って

くるはずである。

  データが示すところによると(表2，表5)，

92年には製造業の実質ＧＤＰは2.0％縮小し，

そのシェアも1.0％ポイント低下した。しかし，

工業製品の純輸出は6.2％も増加しており，製

造業の縮小はもっぱら内需の減少という国内の

不況という要因で起こっていることがわかる。

言い換えると，円高による純輸出の減少，それ

による製造業の縮小という単純な図式は92年に

ついてはあてはまらないのである。

  では，93年と94年はどうであろうか。93年に

おいては，工業製品に対する内需と純輸出は共

に減少しているが，寄与度でみると前者の減少

の方が後者のそれよりも大きかった(表5 )。

この意味で，92年と同様に，製造業の縮小は主

として内需の縮小によるものであったと考えら

れる。これに対して94年においては，寄与度

ベースで内需と純輸出はほぼ同じようなウェイ

トで製造業生産の縮小を引き起こしている。工

業製品の純輸出は13.4％も減少しており，その

寄与度はマイナス1.0％ポイントになっている。

  ここで95年以降の製造業シェアについて考え

てみよう（95年の製造業の実質ＧＤＰは現時点

ではまだ明らかではない)。予測は本稿の目的

ではないが，大雑把な見込みを示してみよう。

まず実質経済成長率であるが，前半の不況から

の回復期にあたる90年代後半においては平均で

2～3％となる可能性が大きい。このような成

長率は，歴史的に言うと異例の低さであるが，

これは日本経済が90年代後半においても依然と

してバブルの後遺症を引きずっていること，90

年代前半の設備投資の低迷が資本ストックの伸

びを鈍化させつつあることなどのためである。

  仮に90年代後半の実質成長率が2～3％のレ

ンジに収まるとすると，製造業の実質ＧＤＰも

平均で2～3％となることが，製造業の実質G

DPシェアが一定という状態をもたらす。この

状態が本当に出現するかどうかは，主として工

業製品に対する内需と純輸出の伸びに依存する。

大幅な円高がないという前提を置くと，純輸出

については94年ほどではないとしても，円高の

影響が残って95年から2，3年は減少し，90年

代後半としては伸び率がゼロの近傍になる可能

性が大きい。また，景気回復期のルールとし

て，工業製品に対する内需の伸びは実質成長率

よりも高くなるであろう。こうして，第V節で

数値的に論じるように90年代後半には，製造業

の実質ＧＤＰはほぼ一定となるか，あるいは若

干上昇する可能性が大きい。その場合90年代全

体としては，シェアは80年代全体に対して相当

に下がるが，レベルは依然として高い。

  いずれにしても，日本の製造業は高い円高対
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応力を示しつつある。95年の鉱工業生産の増加

率は3.4％であり，製造業実質ＧＤＰの伸びは

1％を越えていると見込まれる。この意味で，

日本経済は非空洞化の傾向をもっていると考え

られ，その理由をどう説明するかが課題として

残されることになる。

Ⅳ．雇用に占める製造業のシェア

  表4は，製造業の雇用と労働生産性を示した

ものである。ここで，雇用とは自営業者を含む

就業者数であり，労働生産性とは就業者一人当

たりの実質ＧＤＰである。したがって，労働時

間当たりの実質ＧＤＰというより正確な労働生

産性にはなっていないが，トレンドを見るには

これで十分である。

  これを見ると，80年代においては製造業の雇

用は経済全体のそれよりもわずかに低い増加を

示していたことがわかる。80年代の年平均値

は，前者が1.09％で後者が1.12％であった。こ

のため，製造業雇用の全雇用に占めるシェア

は，80年の24.7％から89年の24.2％へとわずか

に低下した。このシェアの80年代平均の値は

24.6％である。しかし，四捨五入すれば両者と

も増加率は1.1％であり，製造業の雇用シェア

はほぼ一定であったと言える。

  80年代の経済全体の労働生産性の上昇率は年

平均で2. 9％であり，製造業のそれは4. 5％で

あった。このように高い労働生産性の上昇が

あったにもかかわらず製造業雇用が経済全体の

雇用と殆ど同じ率で増加したのは，製造業の生

産物に対する需要が高い伸びを示したからであ

るが，この時期にはＧＤＰデフレーターと比べ

て製造業生産のデフレーターが相対的にかなり

低下しており，労働生産性の上昇が工業製品の

価格低下を通じて需要を刺激するというメカニ

ズムが支配的だったように思われる。

  最近のデータを見ると，製造業の雇用は93年

と94年に絶対数で減少しており，したがって製

造業の雇用シェアはかなり大きく落ち込んでい

ることがわかる。80年代においても，86年と87

年に連続して製造業雇用の減少が見られたが，

両年を合わせて減少の幅は23万人にとどまった。

これに対して，93年と94年を合わせると減少の

幅は73万人に達している。表2には示されてい

ないが，95年にも製造業雇用は40万人減少して

おり（対前年比マイナス2.7％)，製造業の雇用

シェアは22.5％となった。

  しかし，95年には雇用全体の伸びも0.1％に

とどまった。96年以降は，製造業雇用の伸びが

雇用全体の伸びをわずかに下回る可能性が大き

いであろう。90年代後半を考えると，製造業実

質ＧＤＰの増加率は実質成長率と同じか，ある

いはそれをわずかに上回るものとなろう。経済

成長率は2～3％のレンジに入っていくものと

考えられるので，それに応じて製造業雇用と雇

用全体の伸びも低いものになるものと見込まれ

る。

  90年代後半において，製造業の実質ＧＤＰが

年平均で3.0％増加すると仮定すると，製造業

において年率3.0％の労働生産性の増加があれ

ば，製造業雇用は増加せず一定にとどまること

になる。この場合，雇用全体が増加するかぎり

は製造業の雇用シェアは低下していくことにな

る。しかし，多くの研究者は90年代後半の労働

力の増加率を年に0.4％程度と予測しており，

これにもとづいて計算すると，製造業雇用が一

定であってもその雇用全体に占めるシェアは年

に0.1％ポイントずつしか低下していかないこ

とになる。この結果は，製造業の実質ＧＤＰ増

加率と労働生産性の増加率が3％であるという

特定の値に依存するわけではなく，それが実質

成長率及び経済全体の労働生産性の増加率より

は若干高いというリーズナブルな仮定からもた

らされるものである。表4の94年のデータを見
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ると，労働生産性の増加率は製造業が0.9％，

経済全体が0.5％となっている。95年以降もレ

ベルは上がるが，このような相対関係は続くで

あろう。

  製造業において，労働生産性の増加率が実質

ＧＤＰの増加率を上回ることも考えられる。こ

の場合には製造業の雇用は減少していくことに

なり，製造業の雇用シェアは年に0.1％ポイン

トを越える幅で低下していくかもしれない。し

かし，96年においては製造業雇用は安定化しつ

つあり，この可能性は小さいと判断される。こ

うして雇用のシェアという尺度で見ても，90年

代後半に日本経済の空洞化が進むとは考えにく

いのである。

Ⅴ．内需と純輸出の推移

  製造業の産む実質ＧＤＰあるいは実質付加価

値は，内需と純輸出とに分解することができる。

この分解は会計学的なものにすぎないが，これ

を加工することもできる。

  Ｌａｗｒｅｎｃｅ(1984)は，次の恒等式（会計式）

に注目した。

ｙ＝ｄ＋ｘ－ｍ＝ｄ＋ｎ(実質ベース)

ｙ＝製造業の生産額(グロス)，

ｘ＝工業製品の輸出，

ｍ＝工業製品の輸入

ｄ＝工業製品に対する内需，

ｎ＝工業製品の純輸出

これは製造業の生産物に関する供給と需要との

関係を示すものであり，生産の額は中間投入物

の額を含んだグロスの概念であることに留意し

ておきたい。この関係を付加価値ベースのもの

に変換するために，ローレンスは産業連関表を

使った。また，その過程でｘとｍのｙに対する

直接的および間接的効果を計算した。

  しかし，この手続きは煩雑であり，また産業

連関表は毎年のものが利用可能ではない。そこ

でここでは，グロスの生産額のまま上の関係式

を用いることにする。したがって，ｙは最終需

要のみではなく全ての産業（製造業自身を含

む）からの中間投入需要をも含んでいる。ロー

レンスはｄを内需ではなくdomest ic  useと呼ん

だが，この呼び方の方がより適切かもしれない。

  このように理解した上で，上の式を次のよう

な変化率の形に書き換えてみる。

このようにグロスの生産額ｙを使うことには疑

問があるかもしれないが，製造業の実質付加価

値とｙとは大体同じような動きを示しており，

ｙの観察から得られる結論は大体において実質

付加価値で測った製造業についてもあてはまる

（例えば93年において，ｙは3.1％減少し，実質

付加価値は2.5％減少した)。

  ここで問題となるのは，工業製品の実質輸出

と実質輸入の計算である。このデータは存在し

ていないので，以下のような方法で推計を行う。

データを大蔵省『外国貿易概況』の輸出および

輸入それぞれの数量指数と単位価格指数（un i t

va lue index）に求める。製造業の実質ＧＤＰあ

るいは実質生産額の「実質」が85年価格評価に

なっていることに合わせて，輸出については85

年の輸出金額をベースとし，輸出単価指数でデ

フレートして実質輸出の額を求めた。これは全

ての輸出を工業製品であるとみなしていること

になるが，実態に非常に近い近似であると考え

られる。輸入については，工業製品のみをとり

出し，製品カテゴリーごとに輸入単価指数を用

いて実質値を求め，それらを合計した（なお，
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輸入額はc.I.f.ベースである。85年においては総

輸入の31％が工業製品であった)。

  表5は，このようにして計算したｘとｍの変

化率を示したものである。95年版までの『国民

経済計算年報』には85年価格の製造業の実質生

産額(グロス)のデータがあるので，実質の内

需の額ｄはそれから実質の純輸出ｎを差し引く

ことによって求めた。

  工業製品の純輸出ｎは，80年代の前半（表5

にはない）と後半で非常に異なるビヘイビアを

示した。すなわち，80～85年の年平均値でみて

ｘ，ｍ，ｎ，はそれぞれ9.0％，6.0％，10.2％

増加した。しかし，86～89年には年平均値でみ

てそれぞれ2.3％，19.6％，マイナス4.8％変化

した。ｎの変化率は89年になってもマイナス

1.1％であり，この年まで縮小が続いたのであ

る。これは，86～88年の円高だけでなく，87～

89年に内需が高い伸びを示したことにもよるも

のであろう。

  実質輸出の伸び率が低く実質輸入の伸び率が

高いという86年以来のトレンドは，現在にまで

続いている。しかし，絶対額でみるとｘはｍよ

りもずっと大きく，ｘのｍに対する比率は80年

に4.45であり，94年になっても1.86である。周

知のように，ｘがｍよりも大きい場合，ｎが増

加してｙにプラスの寄与を行うためには，ｘの

増加率はｍの増加率をこの比率(ｘ／ｍ)で

割ったものを上回れば十分である。表5を見る

と，94年にはxがすでに1.7％の増加に転じて

いる。円高への対応が進み，年の後半には円安

化もあって95年には，ｘの増加率は更に大きく

約4％となった。これに対して，94年のｍは

20.0％も増加しており，このためｎもマイナス

13.4％という大幅な落ち込みを示した。また，

95年にもｍは約22％という高い伸びを続けた。

しかし，ｍの伸びは小さくなりつつあり，90年

代後半には平均でｘが5％，ｍが8％というよ

うな増加率になっていくのではないかと思われ

る。比率(ｘ／ｍ)は94年に1.86％でありまだ

2に近いので，これらの増加率が実現すればｎ

は若干ではあるが増加する。ｘが5％で伸びる

と，ｍが10％弱の伸びであってもｎはｙに対し

てマイナスの影響を及ぼすことはなく，またそ

れを下回る伸びとなればｎの寄与度はプラスと

なる。

  以上のような考察から，次のように結論する

ことができよう。まず第一に，ｎがｙに対して

大きいマイナスの寄与度をもつ94年のような年

は例外的で，円高のインパクトが薄れる90年代

後半においてはｎはｙに対して，ゼロあるいは

わずかにプラスの寄与度をもつであろう。第二

に，工業製品に対する実質内需は，90年代後半

には実質成長率をかなり上回る高い率で伸びる

可能性が高い。これは87～89年のような景気拡

大期の経験が現在でも生きていると考えるから

である。例えば，実質成長率が2％であるとす

ると，工業製品の実質内需の伸びは少なくとも

3％程度にはなろう。ｙに占める内需のウェイ

トは0.79である(93年)から，仮にｎの寄与度

がゼロであるとしても，3％の内需の伸びは

2.4％のｙの伸びに翻訳される。ｙの増加率を

製造業実質ＧＤＰの増加率と読み替えれば，90

年代後半においては製造業の実質ＧＤＰシェア

はわずかずつ上昇していくと見込まれることに

なる。

Ⅵ．製造業企業のビヘイビア

  以上のように，92～94年における製造業の実

質ＧＤＰの減少と93～95年における製造業の雇

用の減少は，いわゆるバブル崩壊による国内不

況要因と円高要因によって引き起こされたもの

であり，確かにシビアな調整ではあるが，永続

的な現象ではない。中長期的にみると，むしろ



日本経済の非空洞化について

- 12 -

製造業の頑健性，非空洞化傾向が目立つ。

  この点は，これまで触れてこなかった製造業

による対外直接投資の変動という要素を考慮に

入れると，更に際立ってくる。表4は，大蔵省

届出実績ベース(ドル・ベース)の海外の製造

業への直接投資の各年度の増加率と国内で製造

業が行う設備投資(実質，1985年価格)の各暦

年の増加率を示したものである。両者はベース

を異にしており厳密な比較・対照はできない

が，円高に対して両者がどう反応するかを大づ

かみにすることはできよう。

  表 6からわかるように，円高の時期である

86～88年度と93～94年度に，製造業の対外直接

投資は大幅に（特に86～88年度に）増加してい

る。これとは対照的に，製造業の設備投資は円

高と共に減少している。しかし，両者の逆方向

への動きはいつまでも続くわけではなく，88年

には両者共に大幅に増加している。同じよう

に，（表にはないが）95年にも両者は共に増加

しているものと思われる。このように両者が共

に増加するのは驚くべきことであるが，対外直

接投資の増加が国内の設備投資を減らすという

傾向が弱いという意味でも，空洞化しにくい日

本の製造業の特徴がそこに示されていると理解

すべきであろう。

  表7は，業種別の対外直接投資の増加率を示

したものである。これでわかるように，率で見

る限りは食料品や繊維のような比較優位のない

と思われる業種も，近年対外投資をかなり増や

している。

  そこで問題は，国内生産と輸出と海外生産

（対外直接投資は不正確だがそのp ro xy）とを

同時に行うような製造業企業の円高対応ビヘイ

ビアをどのように説明するかということになる。

以下はその説明の骨子と考えられるものである

（もちろん，企業は多様であり，輸出も直接投

資も行わず，国内で輸入品と競合しているよう

なものもあるので，完全な一般化は不可能であ

ろう)。

  日本の製造業の代表的企業のビヘイビアをモ

デル化する場合，ひとつのやり方はそれを独占

的競争の世界にある企業と見ることである。こ

のような企業が，国内生産に加えて輸出を選ぶ

のか海外生産を選ぶのかをまず考えてみよう。

このような定式化は天野明弘（1986）によるも

のであり，利潤最大化により輸出か海外生産か

が二者択一的に選ばれることになる。

  この企業が生産する製品に対して，国内と海

外に次のような右下がりの需要関数が存在する

と仮定しよう。

ここでＤは需要される数量，Ｐは価格，θは需

要の価格弾性値(コンスタント)であり，*印

は海外を意味している。外国通貨1単位当たり

の円で表示した為替レートをｅとする。

  生産には，生産の水準とは無関係に一定の経

常的な固定費FCが必要であり，また

という限界費用が必要であるとしよう。ここで

ｗは賃金率，ｖは中間投入財の価格，ｌとｍは

それぞれ1単位の生産にとって必要な労働投

入，中間財の投入である。簡単化のため，限界

費用は一定と仮定する。しかし，固定費が存在

するために，平均費用は生産の拡大と共に下が

りつづける。この単純化されたモデルは，

K r u g m a n ( 1 9 8 3 )のものと本質的に同じであ

る。

  このモデルにおいては，生産数量Ｘを産み出

すための総費用は，

となる。利潤が最大化されるための条件は，国

内と海外の市場のそれぞれにおいて限界収入が

限界費用に等しいことである。輸出を行うとき

の限界収入は，関税，輸送費などの製品1単位

当たりのコストをtとすると，外貨表示で(1
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－t)ｐ*となる。そこで，企業が国内と輸出を

行う場合，これらの条件は次のようになる。

となる。

  次に，国内生産と海外生産を行う（輸出ゼ

ロ）場合を考える。海外での生産（かつ販売）

数量をＺとしよう。この場合には，国内での利

潤最大化の条件は上の場合と変わらないが，海

外での限界費用は(ｗ＊ｌ+ｖ*m)となる(簡単化

のため海外でも1とｍは国内と同じとする)の

で，利潤最大化条件の一つは

となる。これによってｐ*とＺが決まる。ま

た，海外生産のためには独自の固定費ＦＣ＊が

必要とされるであろう。したがって，国内生産

プラス海外生産の場合の利潤（円表示）は次の

ようになる。

以上のようなモデルは独占的競争のそれであ

り，通常は競争圧力によって利潤は少なくとも

均衡においてはゼロになると想定されることが

多い。しかし，そう考えずに，正の利潤が存在

しつづける状況を想定することもできる。すな

わち，明示的ではないが，考察の対象としてい

る企業にはすでに研究開発費のような埋没費用

（サンタ・コスト）が過去に発生していると考

える。これも固定費の一種であるが，明示され

ている経常的な固定費 F C（例えば販売管理

費）とは区別される。このような埋没費用がポ

テンシャルな競争企業の参入への障壁となり，

正の利潤は持続しうると考えられる。このよう

な固定費の分類は，小島清（1990）が強調した

ものである。

  こうして，単純な二者択一モデルにおいて

は，企業は輸出を行う場合と海外生産を行う場

合の利潤を比べてそれがより大きい方を選択す

ることになる。天野明弘（1986）は以上に述べ

たものよりももう少し複雑なモデルを考えて覇

り（海外市場における海外企業の利潤最大化も

考えられている)，具体的な数値計算によって

輸出が選ばれるか海外生産が選ばれるかを明ら

かにした。

  このモデルが有用なのは，従来国内生産プラ

ス輸出を選択していた企業が，円高の進行に

よって国内生産プラス海外生産に切り替えるよ

うなケースを描写できるからである。円高が進

む（ｅが小さくなる）と，海外市場に対応する

限界費用（ｗｌ＋ｖｍ)／ｅは上昇し,輸出を行って

いた企業は輸出数量Ｅを減少させることになる。

生産数量Ｘは小さくなり，それと共に平均費用

は上昇するもので，利潤は海外市場だけでなく

国内市場でも減少する。こうして，輸出をとり

やめて海外生産に切り替える企業が出てくる

が，このような企業が非常に増えれば空洞化の

恐れもあろう。そこで，天野明弘のような数値

計算によるのではなく，理論的に輸出と海外生

産のどちらが有利なのかを考えてみよう。企業

にとっては利潤のトータルが問題であり，円

レートが上昇するとただちに海外生産が輸出よ

りも有利になっているわけではない。逆に，円

ここでｐ*は外貨表示であるが，限界収入((5)

の左辺)はｅをかけて円表示になっており，ま

たｗ，ｌ，ｖ，ｍは国内生産の値であることに

注意しておこう。生産数量Ｘは輸出数量Ｅと国

内販売数量Ｑとに分かれ，企業にとって総収入

は
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レートが現状のままでも，企業は海外の低い賃

金を利用するため海外生産に踏み切るかもしれ

ない。したがって，あくまで(7)と(9)のどちらが

大きいかが問題である。

  さて，国内の販売量と価格を決める条件であ

る(4)は両ケースに共通であり，円レートｅの水

準からは独立である。これによって決まるＱと

ｐは，どちらのケースでも同じ値となる。ここ

で単純化のために，θ＝θ*と仮定し（必要不

可欠な仮定ではない)，

ここで，(16)における外貨表示の国内の限界費用

である(ｗｌ＋ｖｍ)／eは，通常海外における限界

費用である(17)の(ｗ＊１＋ｖ＊ｍ)よりも大きいであ

ろう。したがって，輸出ケースのｐ*は海外生

産ケースのｐ*よりも大きく，右下がりの需要

曲線からいって輸出数量Ｅは海外生産数量Ｚよ

りも小さい。

  仮に現状が(15)の状態にあるとし，そこから円

高が進んでｅが小さくなるとしてみよう。する

と，(16)により外貨表示の国内の限界費用は上昇

し，ｐ*も上昇するので輸出数量は小さくなる。

  (11)において，便宜上固定費FCを全て国内販

売に按分してみよう。そうすると,(11)と(12)の第

一項と第二項はまったく同じになるので，(11)と

(12)のどちらが大きいかは

  次に海外生産ケースをとりあげる。この場合

の利潤は，(4)と(8)を(9)に代入して整理すること

により，次のように書ける。

と書き換えてみよう。θは1よりも大きい値を

とると仮定される。例えばθが2であると，α

は1/2である。(4)からわかるように，国内の販

売価格pは限界費用をαで割ったものに等しい。

これを使って(4)と(5)を輸出ケースの利潤(7)に代

入して整理すると次のよ

  海外生産からの利潤である(15)の右辺は，マイ

ナス項目として固定費 e F C *をもっているの

で，それが輸出からの利潤である(15)の左辺を上

回るためには，Ｚが十分に大きいか，または海

外での限界費用（円表示）が十分に大きい（あ

るいはその両方）ことが必要である。

  この点は直観的にやや理解しにくいが，以下

のように考えればわかりやすい。輸出ケースの

輸出量Ｅと海外生産ケースの生産量Ｚを比較し

てみる。(5)からは輸出ケースにおける外貨表示

の価格が，また(8)からは海外生産ケースにおけ

る外貨表示の価格が次のように求められる。

の両者を比べればわかる。臨界的ケースは，両

者が次のように等しくなっている場合であり，

輸出と海外生産は無差別になる。
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当然，輸出から得られる利潤(13)は減少する。こ

れに対して，円高が進んでも，(17)により海外生

産ケースのｐ*は変化せず，海外生産数量Zは

前と同じである。しかし，海外生産からの利潤

(14)は円表示であり，ｅが小さくなるのと同じ率

で小さくなる。したがって，(15)の状態が崩れて

海外生産ケースの方が有利になるかどうかは，

輸出ケースにおいてＥが大きく減るかどうかに

依存している。需要の価格弾性値θ*は1より

大きいと仮定しているのであるから，(15)から出

発するかぎり，円高が輸出よりも海外生産を有

利にすることは明らかであろう。

  ところで，現実の製造業企業のビヘイビアは

これほど単純ではない。円高が進んだとき，多

くの企業はまずｌやｍを低下させようとする

し，またそれがむずかしい場合でも中間投入財

の輸入を増やしたりしてｖを引き下げようとす

る。固定費の削減も行われる。これらは，円高

によるｐの上昇とＥの減少の少なくとも一部を

復元すると共に，ｐを低下させＱを増加させる。

表8は，製造業が中間投入と労働コストを削減

してきたかどうかを見たものである。80年代後

半と90年代前半を比べると，確かに中間投入は

削減されている。ただし，意外なことに労働コ

ストはかなり増加している。

  以上のモデルのより根本的な限界は，輸出と

海外生産とを同時に行っているような企業のビ

ヘイビアを説明できないことであろう。例え

ば，海外投融資情報財団(1995)によると，松

下電器産業の山本格一氏(専務取締役)は，「現

在松下の国内生産輸出，海外生産の比率は

50：30：20であるが，これを50：25：25にもっ

ていきたい」と述べている。企業によって具体

的な値は異なろうが，このように円高への対応

として輸出の比率を下げ，海外生産の比率を上

げようとする企業は大企業の中に多い。しか

し，輸出を全く止めてしまう訳ではないのであ

る。

  筆者は，このようなより複雑なモデルの検討

を進めたいと考えているが，いくつかのポイン

トを織り込む必要があろう。第一に，為替レー

トの変化の不確実性である。円高が進んでも後

で円安になるかもしれないし，また名目ベース

の円高であっても実質ベースではそうなってい

ないこともある。為替レートが不確実だとする

と，輸出と海外生産の二者択一的選択は企業に

とって最適戦略になっていないことが多いであ

ろう。むしろ企業は，輸出と海外生産の両者を

行ってそれらからの期待利潤を最大化している

のだと考えられる。

  第二に，海外生産を行う場合，輸出と比べて

海外の需要曲線が上方ヘシフトする可能性があ

る。これは，海外で生産を行えば輸出を行うよ

りも現地のパーセプションが改善される可能性

があるからである。もしこれが事実であるとす

ると，この面からも輸出と海外生産の両者を同

時に行う理由があることになる。このような理

由で行われる対外直接投資は輸出を減らさず，

したがっていわゆる空洞化とも関係がない。

  そして第三に，製品の数は普通複数であるこ

とが多い。同じ企業が複数の製品をしている場

合，円高によって採算の悪化した製品の輸出を

停止するか，あるいは海外生産に切り換え，国

内では新しい製品を開発してそれを輸出すると

いう対応は近年盛んに行われている。新しい製

品は，海外市場における新しい需要曲線の出現

を意味する。新製品を産み出す開発力の高さに

おいて日本の製造業企業は際立っており，それ

は表9に見られるような近年の工業製品の輸出

構成の急速な変化にもよく現れている。当然な

がら，このような開発力の高さはこれまで論じ

てきた非空洞化傾向の大きな理由となっている。
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Ⅶ．製造業の頑健性は望ましいか

  最後に，日本の製造業の頑健性は望ましいこ

となのかどうかについてコメントしておきたい。

  ここで想起されるのは，米国における空洞化

論争である。米国では80年代に空洞化が盛んに

論じられたが，中心的な変数はやはり製造業の

実質ＧＤＰシェアであった。そうだとすると，

データの取り方が大きな問題となる。80年代前

半に，82年価格による実質値が論じられていた

ときには，製造業の実質ＧＤＰシェアが長期的

に23～24％で一定であることを根拠として空洞

化を否定する論者が少なくなかった。しかし，

基準値が87年に移され，87年価格による実質値

がチェックされるようになると，このシェアは

20％以下であることが明らかになったが，その

場合でも明瞭な低下のトレンドは見出されな

かった。しかし，コンピューター生産の実質値

が急激に大きくなり，それが製造業の実質GD

Pシェアを支えているという見方が有力になっ

たことには留意する必要がある。また，米国の

場合，名目ＧＤＰのベースでは製造業シェアは

かなり明瞭な低下のトレンドを示している。

  したがって，製造業の実質及び名目のＧＤＰ

シェアを合わせて考えると，米国ではマイルド

な空洞化が進んできた可能性が高い。米国の貿

易収支の赤字が長期化していることはその一つ

の傍証であろう。もちろん，米国のハイテク部

門が極めて先進的であることに疑問の余地はな

いが，中位技術に基づく大量生産のシステムに

脆弱さがあり，それが空洞化を思わせる現象を

引き起こしていると言えるであろう。

  翻って日本を見ると，既に論じてきたよう

に，実質ＧＤＰシェアはともすれば上昇する傾

向があり，また製造業の名目ＧＤＰシェアはほ

ぼ一定で推移してきている（ただし，93年，94

年には相当に低下した)。この意味で，日本の

製造業と米国の製造業は全く対照的であると言

えよう。

  90年代後半の製造業の実質ＧＤＰシェアがど

のように推移するかは，興味のある問題である。

これは予測の問題であり，経済全体と製造業の

実質ＧＤＰを予測できれば答えることができる。

この問題に答えるため，第V節は，内需と外需

を分割し，過去の経験と最近数年のデータを利

用するアプローチを示した。ここでは更に，二

つの回帰式を報告する。一つは，製造業の労働

生産性（就業者一人当たりの実質ＧＤＰ）の増

加率を定数とした就業者一人当たりの資本ス

トック（資本労働比率）に回帰するものである。

この場合，定数は製造業における技術進歩率

（全要素生産性上昇率）を表すものと解釈され

る。将来の予測を考えているので，実質ＧＤＰ

は90年価格によるものとし，資本ストックも90

年価格による経済企画庁『民間企業資本ストッ

ク(長期遡及統計)』(96年3月)に拠った。こ

れによって労働生産性増加率のトレンドが得ら

れれば，製造業就業者の増加率のトレンドを別

途予測することによって，製造業実質ＧＤＰの

増加率が求められる。しかし，回帰式の結果は

次のようであり，意味のあるものは得られな

かった(データ期間は75年～94年)。右辺第二

項の係数の符号は，理論的にプラスでなければ

ならない。

労働生産性増加率％＝4.042－0.156

                   (2.113) (0.371)

（一人当たり資本ストック増加率％)

Ｒ2＝0.0097，Ｓ.Ｅ.Ｅ.＝3.2423

（ここで括弧の中はt値ではなく標準誤差であ

る。)

  そこで次に，製造業の実質ＧＤＰ増加率を経

済全体の実質ＧＤＰ増加率に回帰させてみた。
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データ・ソースは『国民経済計算年報』(96年

版)であり，データ期間はやはり75～94年であ

る。結果は次の通りである。

製造業の実質ＧＤＰ増加率％＝－3 . 4 5 9

                                 (2.113)

＋ 1.955(実質ＧＤＰ増加率)

(0.390)

Ｒ2＝0.582，Ｓ.Ｅ.Ｅ.＝2.775

  この回帰式もあまりフィットは良くなく，ま

た2つの変数の間にある関係を将来にあてはめ

ることは適切とは思われない。すなわち，製造

業の実質ＧＤＰ増加率は実質成長率の約2倍か

ら3.5％を差し引いたものに等しく，また実質

成長率が1.78％を越えればプラスになる。ま

た，製造業の実質ＧＤＰ増加率と実質成長率が

等しくなり，したがって製造業の実質G D P

シェアが一定になるような増加率（成長率）を

計算すると，3.62％となる。直観的に言ってこ

れはあまりにも高い率である。90年代後半の実

質成長率として3.6％あるいはそれ以上を想定

することは，明らかに非現実的であろう。

  また，実質成長率として2～3％を想定し

て，上の回帰式をあてはめて製造業の実質GD

Pシェアがかなりの速さで低下していくだろう

と考えることも正しくないであろう。例えば，

実質成長率を2％と置いて上の式に代入する

と，製造業実質ＧＤＰ増加率はわずか0.45％と

なってしまう。

  景気拡大期である87年～89年の平均実質成長

率は5.0％であり，工業製品実質内需の平均増

加率はその2倍近い9.9％であった。しかし，

90年代後半においてはこれほど大きな倍率は考

えにくい。逆に，実質成長率が2％であって

も，それは今や80年代においてのように不況で

はなく，正常な成長率と考えられるようになっ

ており，製造業もそれに適応しつつある。すな

わち，80年代に見られたような製造業実質GD

Pの実質成長率に対する高い感応性は弱まって

いると考えられるのである。ただ，80年代より

もかなり低くなった成長率の中で，工業製品へ

の内需が実質成長率よりも若干高い率で伸びる

という関係自体は健在であろう。

  ところで，日本における非空洞化の傾向が本

当に望ましいことなのかどうかは疑問である。

これまでの約20年間を振り返ると，実質ベース

で，個人消費中の耐久消費財や設備投資のGD

Pに対する比率はかなり安定している。した

がって，もし国際貿易が存在しなかったとすれ

ば製造業の実質ＧＤＰシェアも安定していた可

能性が高い。国民の工業製品に対する需要に応

えることが製造業の役割だと考えると，その実

質ＧＤＰシェアが80年代以降のように上昇しつ

づける必要はなかったと考えられる。ところが

実際には殆どの年に上昇が起こり，膨大な貿易

黒字，円高，そしてそれによる不況の深化を引

き起こした。そう考えれば，非空洞化の傾向は

望ましいこととは言えない。製造業の頑健性を

否定する必要はないが，今後は非製造業の成長

力を高め，結果的に製造業の実質ＧＤＰシェア

の上昇が起こらないような経済構造を作ってい

く必要がある。
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表1  輸出と輸入（商品）の増加率

表2  実質ＧＤＰに占める製造業のシェア
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表3  製造業中の各産業の実質ＧＤＰシェア(％)

表4  雇用に占める製造業のシェア
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表5  工業製品の内需と純輸出の変化率（1985年価格による実質値）

表6  製造業の実質設備投資と
     対外直接投資の変化率  (％)
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表7  業種別にみた製造業の対外直接投資増加率 (％)

表8  製造業の産出額に占める中間投入および
      労働コストの比率（名目ベース） (％)
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表9  近年の輸出額（ドル・ベース）
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